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1. 平成29年3月期の連結業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 684,537 4.7 20,009 △19.0 15,924 △27.5 11,349 1.8

28年3月期 654,013 △1.5 24,702 △14.8 21,971 △10.3 11,147 7.9

（注）包括利益 29年3月期　　21,839百万円 （―％） 28年3月期　　△10,568百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

29年3月期 55.11 ― 3.9 1.2 2.9

28年3月期 54.13 ― 3.8 1.6 3.8

（参考） 持分法投資損益 29年3月期 369百万円 28年3月期 549百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 1,301,267 303,879 23.3 1,474.31

28年3月期 1,401,750 286,177 20.4 1,388.35

（参考） 自己資本 29年3月期 303,615百万円 28年3月期 285,922百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

29年3月期 81,739 △60,379 △16,186 42,518

28年3月期 91,739 △88,542 3,699 37,441

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

28年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 4,151 36.9 1.4

29年3月期 ― 0.00 ― 20.00 20.00 4,151 36.3 1.4

30年3月期(予想) ― 15.00 ― 15.00 30.00 35.3

3. 平成30年 3月期の連結業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 710,000 3.7 26,500 32.4 25,000 57.0 17,500 54.2 85.00



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　無

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年3月期 223,086,202 株 28年3月期 223,086,202 株

② 期末自己株式数 29年3月期 17,148,762 株 28年3月期 17,142,432 株

③ 期中平均株式数 29年3月期 205,940,670 株 28年3月期 205,949,313 株

（注）１株当たり当期純利益(連結)の算定上の基礎となる株式数については、添付資料の19 ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

（参考）個別業績の概要

1. 平成29年3月期の個別業績（平成28年4月1日～平成29年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

29年3月期 613,198 4.3 12,060 △18.0 10,432 △21.8 8,227 34.0

28年3月期 588,020 △1.1 14,699 △32.2 13,342 △31.2 6,139 △34.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

29年3月期 39.64 ―

28年3月期 29.58 ―

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

29年3月期 1,239,942 275,942 22.3 1,329.41

28年3月期 1,348,660 272,352 20.2 1,312.08

（参考） 自己資本 29年3月期 275,942百万円 28年3月期 272,352百万円

2. 平成30年 3月期の個別業績予想（平成29年 4月 1日～平成30年 3月31日）
（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 633,000 3.2 21,000 74.1 20,500 96.5 14,500 76.2 70.00

※ 決算短信は監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

・本資料に記載されている将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。

　なお、業績予想および配当予想に関する事項については、添付資料の6ページ「２．次期の見通し」をご参照ください。

・当社は、平成２９年５月２日（火）に機関投資家・アナリスト向け説明会を開催する予定です。この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速やか
に当社ホームページに掲載する予定です。
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１．経 営 成 績 

Ⅰ．当期の概要 

（１）経 営 成 績 
① 電 力 需 要 

電灯電力需要は、前年度に比べ ０.２％減の ２５６億９７百万kWhとなりました。 

このうち、電灯は、夏季の高気温による影響等から １.７％の増となりました。電力は、

産業用の大口電力が生産減の影響等により １.７％の減となったことなどから、１.２％の減

となりました。 

また、融通等は、前年度に比べ １６６.１％増の ４７億１０百万kWhとなりました。 

この結果、総販売電力量は、前年度に比べ １０.５％増の ３０４億６百万kWhとなりまし

た。 

(単位：百万kWh、％) 

 ２７年度 
（Ａ） 

２８年度 
（Ｂ） 

比   較 
前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

電    灯 ８,９３２ ９,０８１ １４９ １.７ 

電    力 

（うち大 口 電 力） 

１６,８２２ 

（ ７,４２７）

１６,６１５ 

（ ７,３００）

△ ２０７ 

（△ １２７） 

 △ １.２ 

（△ １.７）

電 灯 電 力 計 ２５,７５４ ２５,６９７     △  ５７ △ ０.２ 

融  通  等 １,７７０ ４,７１０     ２,９４０ １６６.１ 

総販売電力量 ２７,５２４ ３０,４０６ ２,８８２ １０.５ 

 (注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 

② 電 力 供 給 

伊方発電所３号機が８月に再稼働したことから、原子力発電電力量は、４９億４５百万kWh

となりました。また、新エネ発受電電力量は、前年度に比べ ２５.０％増の ２８億３２百万

kWhとなりました。 

一方､水力発受電電力量は､前年度に比べ ８.５％減の ３４億６３百万kWhとなりました。 

この結果、火力発受電電力量は、前年度に比べ ８.９％減の ２２０億２４百万kWhとなり

ました。 

(単位：百万kWh、％) 

 ２７年度 

（Ａ） 

２８年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

出 水 率  116.9%  110.0%  △ 6.9%   

水   力 ３,７８４ ３,４６３  △  ３２１  △   ８.５ 

伊方3号利用率  －  63.4%  63.4%   

原 子 力 －  ４,９４５  ４,９４５  －  

火   力 ２４,１６９ ２２,０２４ △ ２,１４５  △  ８.９ 

（石   炭） （１６,５５４） （１６,０１０） （△  ５４４） （△  ３.３）

（Ｌ  Ｎ  Ｇ） （  ２,１１４） （ １,９６１） （△  １５３） （△  ７.２）

（石 油 ほ か） （ ５,５０１） （ ４,０５３） （△１,４４８） （△ ２６.３）

新 エ ネ ２,２６７ ２,８３２ ５６５  ２５.０ 

(注) 決算日において未確定であるインバランス電力量は含めていない。 
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③ 収   支 
 

営業収益(売上高)は、燃料価格の低下に伴う燃料費調整額の減はありましたが、融通等収入
及び再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく賦課金や交付金の増加などにより、前年度
に比べ ３０５億円(4.7％)増収の ６,８４５億円となりました。 

営業費用は、伊方３号機の再稼働や燃料価格の低下により需給関連費(燃料費＋購入電力料)
は減少しましたが、退職給付に係る数理計算上の差異の償却や、再生可能エネルギー固定価格
買取制度に基づく納付金が増加したことなどから、前年度に比べ ３５２億円(5.6％)増加の  
６,６４５億円となりました。 

この結果、営業利益は、４７億円減益の ２００億円、経常利益は、６０億円減益の      
１５９億円、また、親会社株主に帰属する当期純利益は、渇水準備金の引当減などにより、   
２億円増益の １１３億円となりました。 

 

(注)［ ］内は、四国電力単独決算値。なお、「親会社株主に帰属する当期純利益」欄の［ ］内は、四国電力単独決算値の「当期純利益」

を表示している。 

〈参考〉燃料価格の諸元 

石炭ＣＩＦ  75 ＄/  t 81 ＄/  t  6 ＄/  t 

原油ＣＩＦ  49 ＄/  b 48 ＄/  b △  1 ＄/  b 

為替レート 120 円/＄ 108 円/＄ △ 12 円/＄ 

(単位：億円、％)

 ２７年度 

（Ａ） 
２８年度 

（Ｂ） 

比   較 

前年差（Ｂ－Ａ） 伸び率 

営 

業 

収 

益 

電
気
事
業

電 灯 電 力 収 入 4,863 4,712 △ 151  △  3.1 

融 通 収 入 ほ か 878 1,309 431 49.0 

小  計 5,742 6,022 280 4.9 

そ の 他 事 業 797 822 25 3.2 

合    計 [5,880]  6,540 [6,131]  6,845 [  251]    305 [   4.3]     4.7 

営 
 

業 
 

費 
 

用 

電 

気 

事 

業 

人 件 費 508 705 197 38.9 

需
給
関
連
費

燃 料 費 932 694 △ 238 △ 25.5 

購入電力料 1,507 1,553 46 3.1 

小  計 2,440 2,247 △ 193 △  7.9 

減 価 償 却 費 552 593 41 7.3 

修 繕 費 557 589 32 5.6 

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 68 119 51 74.6 

そ の 他 費 用 1,469 1,640 171 11.6 

小  計 5,596 5,895 299 5.3 

そ の 他 事 業 696 749 53  7.6 

合   計 [5,733]  6,293 [6,011]  6,645 [  278]    352 [  4.9]     5.6 

営 業 利 益 [ 146]    247 [ 120]    200 [△ 26] △  47 [△18.0] △ 19.0 

 支 払 利 息 ほ か 27 40 13 49.6 

経 常 利 益 [ 133]   219 [ 104]    159 [△ 29] △  60 [△21.8] △ 27.5 

 渇 水 準 備 金 引 当    30     2 △  28 △ 92.3 

 法 人 税 ほ か 77 43 △ 34 △ 44.1 

親会社株主に帰属する 
当 期 純 利 益 

[   61]    111 [  82]    113 [   21]      2 [  34.0]     1.8 
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（２）財 政 状 態 

① 資産・負債・純資産 

資産は、事業用資産の減少に加え、再処理等拠出金制度の導入に伴い使用済燃料再処理等   

積立金を使用済燃料再処理機構に移管し、全額取り崩したことなどから、前年度末に比べ     

１,００５億円減少の １兆３,０１２億円となりました。 

 

負債は、社債・借入金の減少に加え、使用済燃料再処理等引当金を取り崩したことなどから、

前年度末に比べ １,１８２億円減少の ９,９７３億円となりました。 

 

純資産は、利益の確保やその他の包括利益累計額が数理計算上の差異の償却に伴い増加した 

ことにより、前年度末に比べ １７７億円増加の ３,０３８億円となりました｡ 

 
 (単位：億円)

 
２７年度末 
（Ａ） 

２８年度末 
（Ｂ） 

増    減 
（Ｂ－Ａ） 

資             産 
（うち  事 業 用 資 産 ）
（うち  使用済燃料再処理等積立金 ） 

１４,０１７ 
（  ８,４１５）
（   ９７２）

１３,０１２ 
（  ８,２９４）
（      －）

△１,００５ 
（ △   １２１）
（ △   ９７２）

負             債 
（うち  社 債 ・ 借 入 金  ） 
（うち  引    当    金    等 ） 

１１,１５５ 
（  ７,１９７）
（  ３,９５８）

９,９７３ 
（  ７,０７７）
（  ２,８９６）

△１,１８２ 
（ △  １２０）
（ △１,０６２）

純        資        産 
（うち  利 益 剰 余 金 ） 
（うち  その他の包括利益累計額 ） 

２,８６１ 
（  １,４０１）
（     ６４）

３,０３８ 
（  １,４７３）
（    １６９）

１７７ 
（      ７２）
（    １０５）
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② キャッシュ・フロー 

営業キャッシュ・フローは、利益の確保や減価償却による回収などから ８１７億円の収入と  

なりました。 

投資キャッシュ・フローは、伊方発電所に係る安全対策工事や坂出発電所２号機リプレース  

工事などから ６０３億円の支出となり、この結果、フリー・キャッシュ・フローは、２１３億円

の収入となりました。 

一方、財務キャッシュ・フローは、社債・借入金の削減や配当金の支払いなどから     

１６２億円の支出となり、手元資金が ５０億円増加しました。 
 

(注)プラスは収入、△は支出    (単位：億円)

 ２７年度 

（Ａ） 

２８年度 

（Ｂ） 

前 年 差 

（Ｂ－Ａ） 

営業キャッシュ･ 
フロー 

経 常 利 益 ２１９ １５９  

減 価 償 却 費 ６５２ ６９１  

そ の 他 ４４ △   ３３  

計 ９１７ ８１７ △ １００ 

投資キャッシュ･ 
フロー 

設 備 投 資 △ ８８８ △ ６３２  

投 融 資 ３ ２８  

計 △ ８８５ △ ６０３  ２８２ 

フリー・キャッシュ・フロー ３１ ２１３  １８２ 

財務キャッシュ･

フロー 

社債･借入金増減額 ７９ △ １２０  

配 当 金 支 払 額 △  ４１ △  ４１  

自 己 株 式 取 得 額 △   ０ △   ０  

計 ３７ △ １６２     

手 元 資 金 の 増 加 額 ６９ ５０ 

 
（３）利 益 配 分 

① 基本方針 
 
   安定的な配当の実施を株主還元の基本とし、業績水準や財務状況、中長期的な事業環境など

を総合的に勘案して判断してまいります。 
 
 
② 配  当 

 
２８年度の期末配当については、通期業績に対する配当金として、前年度と同額の１株   

当たり２０円といたします。 
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Ⅱ．次期の見通し 
 
（１）電 力 需 要 

電灯電力需要は、前年度に比べ ２.４％減の ２５１億kWh程度と想定しています。 

また、融通等を加えた総販売電力量は、前年度に比べ ７.５％減の ２８１億 kWh 程度と 

想定しています。 
   (単位：億kWh、％)

 ２８年度実績 

（Ａ） 

２９年度予想 

（Ｂ） 

比  較 

前年差(Ｂ－Ａ) 伸び率 

電 灯 ９０.８ ８７.７ △ ３.１  △ ３.５ 

電 力 １６６.２ １６３.１  △ ３.１  △ １.８ 

電 灯 電 力 計 ２５７.０ ２５０.８  △ ６.２  △ ２.４ 

融 通 等 ４７.１ ３０.６ △１６.５ △３５.０ 

総 販 売 電 力 量 ３０４.１ ２８１.４  △２２.７  △ ７.５ 

（２） 業   績 

売上高は、総販売電力量の減少はあるものの、燃料価格上昇に伴う燃料費調整額の増加や 

再生可能エネルギー固定価格買取制度に基づく賦課金および交付金の増加などにより、前年度

に比べ ２５５億円増収の ７,１００億円と予想しています。 

利益については、修繕費等の増加はあるものの、退職給付に係る数理計算上の差異償却費の 

反動減による人件費の減少などにより、営業利益は ６５億円増益の ２６５億円、経常利益は 

約９０億円増益の ２５０億円、親会社株主に帰属する当期純利益は 約６０億円増益の   

１７５億円と予想しています。 
   (単位：億円、％)

 ２８年度実績 

（Ａ） 

２９年度予想 

（Ｂ） 

比  較 

前年差(Ｂ－Ａ) 伸び率 

売 上 高 ６,８４５  ７,１００  ２５５  ３.７ 

営 業 利 益 ２００  ２６５  ６５  ３２.４ 

経 常 利 益 １５９  ２５０  ９１  ５７.０ 

親会社株主に帰属

する当期純利益 
１１３  １７５  ６２  ５４.２ 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
５５円 ８５円 ３０円 － 

 [前提諸元] 

伊方 3 号設備利用率(％) ６３.４  ６９.２   ５.８ 

出 水 率 (％) １１０.０  １００.０    △１０.０ 
    

石炭ＣＩＦ (＄/t) ８１  １００    １９ 

原油ＣＩＦ (＄/b) ４８  ５５    ７ 

為替レート (円/$) １０８  １１０    ２ 

（３） 配   当 

２９年度の配当については、年間配当水準を１０円増配の１株当たり３０円とし、中間、  

期末ともに１株当たり１５円を実施する予定です。 
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２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

 

当社グループの主たる事業は電気事業であることから、当社の連結財務諸表は、「連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）に基づき、「電気事業

会計規則」（昭和40年通商産業省令第57号）に準じて作成しています。 

国際会計基準(IFRS)については、我が国の適用動向を注視している状況であり、今後の適用に

ついては未定です。 
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３．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

資産の部    

固定資産 1,237,087 1,113,337 

有形及び無形固定資産 863,473 851,030 

水力発電設備 61,284 59,864 

汽力発電設備 65,348 86,128 

原子力発電設備 114,020 117,835 

送電設備 138,926 134,680 

変電設備 82,563 80,525 

配電設備 204,355 205,795 

その他の固定資産 115,977 110,316 

建設仮勘定及び除却仮勘定 59,215 34,411 

原子力廃止関連仮勘定 21,781 21,472 

核燃料 134,889 119,951 

装荷核燃料 － 10,838 

加工中等核燃料 134,889 109,113 

投資その他の資産 238,723 142,355 

長期投資 65,958 77,405 

使用済燃料再処理等積立金 97,213 － 

繰延税金資産 43,791 31,202 

退職給付に係る資産 239 1,643 

その他 31,530 32,153 

貸倒引当金 △9 △50 

流動資産 164,663 187,930 

現金及び預金 38,731 42,518 

受取手形及び売掛金 77,665 85,011 

たな卸資産 26,674 26,424 

繰延税金資産 5,180 10,777 

その他 19,384 25,971 

貸倒引当金 △2,973 △2,773 

資産合計 1,401,750 1,301,267 
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    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当連結会計年度 

(平成29年３月31日) 

負債の部    

固定負債 901,300 710,905 

社債 339,972 289,978 

長期借入金 287,820 257,616 

使用済燃料再処理等引当金 107,111 － 

使用済燃料再処理等準備引当金 9,066 － 

退職給付に係る負債 27,122 27,112 

資産除去債務 100,892 102,491 

その他 29,313 33,707 

流動負債 206,648 278,622 

1年以内に期限到来の固定負債 76,479 144,978 

短期借入金 18,000 18,000 

支払手形及び買掛金 32,924 33,635 

未払税金 8,263 6,898 

その他 70,979 75,109 

特別法上の引当金 7,625 7,860 

渇水準備引当金 7,625 7,860 

負債合計 1,115,573 997,388 

純資産の部    

株主資本 279,454 286,667 

資本金 145,551 145,551 

資本剰余金 35,198 35,198 

利益剰余金 140,164 147,384 

自己株式 △41,460 △41,467 

その他の包括利益累計額 6,468 16,948 

その他有価証券評価差額金 6,788 7,414 

繰延ヘッジ損益 9,795 8,237 

為替換算調整勘定 2,413 2,061 

退職給付に係る調整累計額 △12,529 △765 

非支配株主持分 254 264 

純資産合計 286,177 303,879 

負債純資産合計 1,401,750 1,301,267 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年４月１日から 
  平成28年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成28年４月１日から 
  平成29年３月31日まで) 

営業収益 654,013 684,537 

電気事業営業収益 574,246 602,243 

その他事業営業収益 79,767 82,293 

営業費用 629,311 664,528 

電気事業営業費用 559,685 589,589 

その他事業営業費用 69,625 74,938 

売上原価 60,440 64,860 

販売費及び一般管理費 9,185 10,078 

営業利益 24,702 20,009 

営業外収益 7,666 5,245 

受取配当金 1,380 1,432 

受取利息 2,331 912 

有価証券売却益 6 0 

為替差益 2,709 1,679 

持分法による投資利益 549 369 

その他 688 851 

営業外費用 10,396 9,330 

支払利息 9,094 8,561 

有価証券評価損 6 2 

その他 1,294 765 

経常利益 21,971 15,924 

渇水準備金引当又は取崩し 3,065 234 

渇水準備金引当 3,065 234 

税金等調整前当期純利益 18,906 15,689 

法人税、住民税及び事業税 2,683 1,742 

法人税等調整額 5,067 2,587 

法人税等合計 7,751 4,329 

当期純利益 11,155 11,359 

非支配株主に帰属する当期純利益 7 9 

親会社株主に帰属する当期純利益 11,147 11,349 
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（連結包括利益計算書）

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年４月１日から 
 平成28年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成28年４月１日から 
 平成29年３月31日まで) 

当期純利益 11,155 11,359 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △2,155 658 

繰延ヘッジ損益 △3,423 △1,557 

為替換算調整勘定 0 △351 

退職給付に係る調整額 △15,517 11,775 

持分法適用会社に対する持分相当額 △627 △45 

その他の包括利益合計 △21,724 10,479 

包括利益 △10,568 21,839 

（内訳）    

親会社株主に係る包括利益 △10,576 21,829 

非支配株主に係る包括利益 7 9 
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（平成27年４月１日から平成28年３月31日まで）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 145,551 35,198 133,148 △41,439 272,458 

当期変動額           

剰余金の配当     △4,130   △4,130 

親会社株主に帰属する
当期純利益     11,147   11,147 

自己株式の取得       △22 △22 

自己株式の処分     △0 1 0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 7,016 △21 6,995 

当期末残高 145,551 35,198 140,164 △41,460 279,454 

 

               

  その他の包括利益累計額 
非支配株
主 持 分 

純 資 産 
合 計   

その他有価証券 
評 価 差 額 金 繰延ヘッジ損益 

為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利
益 累 計 額 合 計 

当期首残高 9,038 13,218 2,412 3,522 28,192 246 300,897 

当期変動額               

剰余金の配当             △4,130 

親会社株主に帰属する
当期純利益             11,147 

自己株式の取得             △22 

自己株式の処分             0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

△2,249 △3,423 0 △16,051 △21,724 7 △21,716 

当期変動額合計 △2,249 △3,423 0 △16,051 △21,724 7 △14,720 

当期末残高 6,788 9,795 2,413 △12,529 6,468 254 286,177 
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当連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

        (単位：百万円) 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 145,551 35,198 140,164 △41,460 279,454 

当期変動額           

剰余金の配当     △4,130   △4,130 

親会社株主に帰属する
当期純利益     11,349   11,349 

自己株式の取得       △7 △7 

自己株式の処分     △0 0 0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額）           

当期変動額合計 － － 7,219 △6 7,212 

当期末残高 145,551 35,198 147,384 △41,467 286,667 

 

               

  その他の包括利益累計額 
非支配株
主 持 分 

純 資 産 
合 計   

その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ損益 
為 替 換 算 
調 整 勘 定 

退職給付に係る 
調 整 累 計 額 

その他の包括利
益 累 計 額 合 計 

当期首残高 6,788 9,795 2,413 △12,529 6,468 254 286,177 

当期変動額               

剰余金の配当             △4,130 

親会社株主に帰属する
当期純利益             11,349 

自己株式の取得             △7 

自己株式の処分             0 

株主資本以外の項目の 
当期変動額（純額） 

625 △1,557 △351 11,763 10,479 9 10,489 

当期変動額合計 625 △1,557 △351 11,763 10,479 9 17,702 

当期末残高 7,414 8,237 2,061 △765 16,948 264 303,879 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

    (単位：百万円) 

 
前連結会計年度 

(平成27年４月１日から 
 平成28年３月31日まで) 

当連結会計年度 
(平成28年４月１日から 
 平成29年３月31日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 18,906 15,689 

減価償却費 65,282 69,179 

原子力発電施設解体費 1,948 1,916 

原子力廃止関連仮勘定償却費 － 308 

核燃料減損額 － 4,267 

固定資産除却損 3,936 2,886 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △696 2,156 

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は減少） △2,629 △5,792 

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額 

（△は減少） 
874 228 

未払使用済燃料再処理等拠出金の増減額 

（△は減少） 
－ △10,053 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 177 △159 

渇水準備引当金の増減額（△は減少） 3,065 234 

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は増加） 7,263 1,337 

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △4,485 12,795 

売上債権の増減額（△は増加） △3,435 △7,345 

たな卸資産の増減額（△は増加） 8,671 498 

仕入債務の増減額（△は減少） △9,806 710 

持分法による投資損益（△は益） △549 △369 

支払利息 9,094 8,561 

その他 1,867 △6,541 

小計 99,486 90,509 

利息及び配当金の受取額 3,838 3,076 

利息の支払額 △9,124 △8,703 

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △2,461 △3,143 

営業活動によるキャッシュ・フロー 91,739 81,739 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

固定資産の取得による支出 △89,063 △63,580 

固定資産の売却による収入 219 323 

投融資による支出 △813 △615 

投融資の回収による収入 1,200 2,245 

定期預金の預入による支出 △4,328 － 

定期預金の払戻による収入 4,243 1,246 

投資活動によるキャッシュ・フロー △88,542 △60,379 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

社債の発行による収入 20,000 40,000 

社債の償還による支出 △10,000 △20,000 

長期借入れによる収入 38,000 22,029 

長期借入金の返済による支出 △40,082 △53,962 

配当金の支払額 △4,130 △4,130 

自己株式の取得による支出 △20 △6 

その他 △66 △116 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,699 △16,186 

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 △96 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 6,897 5,077 

現金及び現金同等物の期首残高 30,544 37,441 

現金及び現金同等物の期末残高 37,441 42,518 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項  

① 連結の範囲に関する事項 

連結子会社  ９社 

㈱ＳＴＮｅｔ、四国計測工業㈱、坂出ＬＮＧ㈱、四電エンジニアリング㈱、四電ビジネス㈱、 

㈱四国総合研究所、四電エナジーサービス㈱、㈱四電技術コンサルタント、 

SEP International Netherlands B.V. 
 

非連結子会社 ８社  

 ㈱ケーブルメディア四国、ケーブルテレビ徳島㈱、四国航空㈱、テクノ・サクセス㈱、 

㈱よんでんライフケア、伊方サービス㈱、㈱よんでんメディアワークス、頴娃風力発電㈱ 
 

非連結子会社は、その総資産、売上高、当期純損益、利益剰余金等の規模からみて、これらを連結の

範囲から除いても、連結財務諸表に及ぼす影響に重要性がない。 
 

② 持分法の適用に関する事項 

非連結子会社８社及び関連会社 12 社のうち、関連会社㈱四電工に対する投資について、持分法を  

適用している。 

持分法を適用しない関連会社は次の11社である。 

 土佐発電㈱、三崎ウィンド・パワー㈱、㈱大川原ウインドファーム、橘火力港湾サービス㈱、 

YN Energy Pty Ltd、S4 Chile SpA、四変テック㈱、エコ・テック㈱、㈱宇多津給食サービス、 

㈱徳島市高ＰＦＩサービス、㈱松山学校空調ＰＦＩサービス 
 

持分法適用外の非連結子会社８社及び関連会社 11 社は、それぞれ当期純損益及び利益剰余金等に 

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としてもその影響に重要性がない。 

 

③ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は、SEP International Netherlands B.V.１社であり、

12 月 31 日を決算日としている。なお、連結財務諸表の作成にあたっては、当該連結子会社の決算日  

現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に重要な取引が生じた場合には、連結上必要な調整を行う

こととしている。 

 

④ 会計方針に関する事項 

(ｲ)重要な資産の評価基準及び評価方法 

a 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの ･･･････ 決算日の市場価格等に基づく時価法 

                      （評価差額は全部純資産直入法により処理） 

時価のないもの ･･･････ 移動平均法による原価法 

b たな卸資産 

発電用燃料及び電力量計････ 総平均法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

未成工事支出金 ･･･････････ 個別法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 

その他のたな卸資産 ･･･････ 移動平均法による原価法 

                      （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価 

切下げの方法） 
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 (ﾛ)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

a 償却方法 

有形固定資産 ･････････････ 主として定率法 

無形固定資産 ･････････････ 定額法 

b 耐用年数 

法人税法に定める耐用年数 

 

(ﾊ)重要な引当金の計上基準 

a 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別の回収可能性に基づき、回収不能見込額を計上している。 

 
b 渇水準備引当金 

渇水による損失に備えるため、渇水準備引当金に関する省令(平成 28 年経済産業省令 

第53号)に基づき計上している。 

 
(ﾆ)退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産に基づいて計上している。なお、退職給付債務の算定

にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させる方法については、主として

給付算定式基準によっている。 

過去勤務費用は、主として発生連結会計年度に費用処理している。 

数理計算上の差異は、主として発生連結会計年度の翌連結会計年度に一括費用処理している。 

 
(ﾎ)重要なヘッジ会計の方法 

実需取引に基づいて発生する原債権・債務や今後の予定取引に係る金利変動リスク・為替変動

リスク等を回避するため、金利スワップ、為替予約等のデリバティブ取引を活用している。 
当該取引に、繰延ヘッジ処理を適用している。なお、為替予約等について振当処理の要件を  

満たしている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の要件を満たしている場合 

には特例処理を適用している。 

(ﾍ)のれんの償却方法及び償却期間 

のれんは、その効果の発現する期間にわたり均等償却することとしている。 

 

(ﾄ)連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 

 

(ﾁ)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

a 原子力発電施設の資産除去債務の費用計上方法 

    「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律｣に規定された特定原子力発電  

施設の廃止措置について資産除去債務を計上している。なお、これに対応する除去費用は、 

｢資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 21 号 平成 20 年  

３月 31 日)第８項（特別の法令等により除去に係る費用を適切に計上する方法がある場合）

を適用し、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」（平成元年通商産業省令第 30 号）の   

規定に従い、費用計上している。 
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b 原子力廃止関連仮勘定への振替・計上方法及び費用計上方法 

エネルギー政策の変更等に伴って原子炉を廃止する場合において、当該原子炉に係る  

原子力発電設備（原子炉の廃止に必要な固定資産、原子炉の運転を廃止した後も維持管理 

することが必要な固定資産及び資産除去債務相当資産を除く。）、当該原子力発電設備に係る

建設仮勘定及び当該原子炉に係る核燃料の帳簿価額（処分見込額を除く。）並びに当該   

原子炉の廃止に伴って生ずる使用済燃料再処理等拠出金費及び当該核燃料の解体に要する

費用に相当する額については、「電気事業会計規則」により、経済産業大臣の承認に係る  

申請書を提出のうえ、原子力廃止関連仮勘定に振り替え、又は計上することとしている。  

また、振り替え、又は計上した原子力廃止関連仮勘定は、同承認を受けた日以降、料金回収

に応じて、原子力廃止関連仮勘定償却費により償却している。 

 

c 使用済燃料の再処理等の実施に要する費用の計上方法 

平成28年10月１日に「原子力発電における使用済燃料の再処理等のための積立金の積立て

及び管理に関する法律の一部を改正する法律」（平成 28 年法律第 40 号、以下「改正法」と   

いう｡）及び「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成 28 年経済産業省令第 94 号、

以下「改正省令」という｡）が施行された。 

従来、使用済燃料の再処理等の実施に要する費用については、原子力発電所の運転に伴い 

発生した使用済燃料のうち、再処理等を行う具体的な計画を有する使用済燃料の再処理等の 

実施に要する費用を使用済燃料再処理等引当金として、また、再処理等を行う具体的な計画を

有しない使用済燃料の再処理等の実施に要する費用を使用済燃料再処理等準備引当金として

計上してきたが、同改正法施行日以降、改正法第４条第１項に規定する拠出金を、運転に伴い

発生する使用済燃料の量に応じて電気事業営業費用として計上している。 

原子力発電における使用済燃料の再処理等の実施に要する費用は、改正法に基づき使用済 

燃料再処理機構（以下「機構」という。）に拠出金を納付することにより、原子力事業者の   

費用負担の責任が果たされ、機構が再処理等を実施することとなる。 

これに伴い、平成28年度第３四半期に使用済燃料再処理等積立金95,876百万円及び使用済

燃料再処理等引当金 103,697 百万円を取り崩したうえで相殺し、差額については、その他   

固定負債等へ振り替えた。また、使用済燃料再処理等準備引当金 9,294 百万円を 1 年以内に  

期限到来の固定負債へ振り替えた。 

また、平成 17 年度に実施した引当金計上基準の変更に伴い生じた差異の未償却残高   

（前連結会計年度末12,954百万円、当連結会計年度末9,715百万円）については、平成31年

度までの間、各年度均等額を改正省令附則第４条に基づき、使用済燃料に係る拠出金として 

納付し、電気事業営業費用として計上する。なお、改正法施行前における見積差異（前連結会

計年度末50,130百万円）は改正法施行により認識しない。 

 

d  消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

e  連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用している。 
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（６）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 
 

該当事項はない。 

 

（セグメント情報） 
 

①報告セグメントの概要 

当社グループは、「電気事業」、「情報通信事業」、「建設・エンジニアリング事業」及び「エネルギー事

業」を報告セグメントとしている。 

 

②報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一である。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間

の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいている。 

 

③報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

 
当連結会計年度(平成28年４月1日から平成29年３月31日まで)             （単位：百万円） 

 

報告セグメント 
その他 

(注1) 
合 計 

調整額 

(注2) 

連結財務

諸表計上額

(注3) 
電気事業

情報通信 
事 業 

建 設 ･
エンジニアリング
事 業

エネルギー
事 業 計 

売   上   高   

  外部顧客への売上高 602,243 25,864 24,348 15,343 667,800 16,736 684,537 － 684,537

  
セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,189 9,805 28,368 4,744 44,108 32,752 76,860 △ 76,860 －

計 603,433 35,670 52,717 20,087 711,909 49,488 761,398 △ 76,860 684,537

セグメント利益 10,418 4,078 1,630 1,995 18,122 1,891 20,013 △      3 20,009

セグメント資産 1,224,512 38,324 32,682 47,587 1,343,107 51,934 1,395,041 △ 93,773 1,301,267

その他の項目   

  
減価償却費 
(核燃料減損額を含む) 

63,691 5,289 312 3,196 72,490 2,594 75,084 △  1,637 73,446

  
有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

62,561 3,786 163 306 66,819 1,598 68,418 △  1,690 66,727

 
（注）１．「その他」は、業務の種類を勘案して区分した事業セグメントのうち、報告セグメントに含まれてい

ない製造事業、商事業、不動産事業及び研究開発事業である。 

２．セグメント利益の調整額 △3百万円、セグメント資産の調整額 △93,773百万円、減価償却費の調整

額 △1,637 百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 △1,690 百万円は、セグメン

ト間取引消去である。 

３．セグメント間取引消去後のセグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致している。 

 

④報告セグメントの変更等に関する事項 

「その他」に含まれていた「建設・エンジニアリング事業」及び「エネルギー事業」については、金額

的重要性が増したため、当連結会計年度から報告セグメントとして記載する方法に変更している。 
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（１株当たり情報） 
 

項 目 
前連結会計年度 

(平成27年４月 １日から 
 平成28年３月31日まで)

当連結会計年度 
(平成28年４月 １日から 
 平成29年３月31日まで)

１株当たり純資産額 1,388円 35銭    1,474円 31銭    

１株当たり当期純利益金額 54円 13銭    55円 11銭    

(注1) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額は、潜在株式が存在しないため、記載していない。 
(注2) １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

 

 
前連結会計年度 

(平成27年４月 １日から 
 平成28年３月31日まで)

当連結会計年度 
(平成28年４月 １日から 
 平成29年３月31日まで)

親会社株主に帰属する当期純利益

金額 
(百万円) 11,147         11,349         

普通株主に帰属しない金額 (百万円) －         －         

普通株式に係る親会社株主に帰属

する当期純利益金額 
(百万円) 11,147       11,349       

普通株式の期中平均株式数 ( 千株 ) 205,949       205,941       

 

 

（重要な後発事象） 
 

該当事項はない。 
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